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5. 補足図面集
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地表地質調査結果（古屋敷～小高東方）

凡例

：「新編 日本の活断層(1991)」が指摘する
リニアメント（概略位置）

11 層理面の傾斜

5. 補足図面集

カタクレーサイト

カタクレーサイト

カタクレーサイト
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20万分の１地質図幅「白河」（2007） （古屋敷～小高）

：「新編 日本の活断層(1991)」が指摘する
リニアメント（概略位置）

凡 例

5. 補足図面集
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大槻（1975） （古屋敷～小高）

凡 例

新
第

三
系

：断層

：「新編 日本の活断層
(1991)」が指摘する

リニアメント（概略位置）

5. 補足図面集
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島本ほか（1998） （古屋敷～小高）

鮮新世

中新世

先第三紀

凡 例

：「新編 日本の活断層
(1991)」が指摘する

リニアメント（概略位置）

5. 補足図面集
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凡 例

50万分の１活構造図「新潟」（1984） （古屋敷～小高）

：「新編 日本の活断層
(1991)」が指摘する

リニアメント（概略位置）

5. 補足図面集
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大槻（1975） （西染町～芦間町）

凡 例

新
第

三
系

：断層

5. 補足図面集
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20万分の１地質図幅「水戸」(第2版)（2001） （西染町～芦間町）
凡 例

5. 補足図面集
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5万分の１日本炭田図 常磐炭田地質図（1957）

凡 例

5. 補足図面集
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20万分の１地質図幅「白河」（2007）
凡 例

5. 補足図面集
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段彩陰影図の作成範囲（棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層）

1/4 2/4

3/4

4/4

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院
発行の数値地図200000（地図画像）及び数値地
図25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複、第337号） 及び
（承認番号 平26情複、第540号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は国土地
理院の長の承認を得なければならない。

5. 補足図面集
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段彩陰影図（棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層1/4）

段採陰影図(1mメッシュDEM，高さ5倍強調)

5. 補足図面集



300300
段採陰影図(1mメッシュDEM，高さ5倍強調)

段彩陰影図（棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層2/4）
5. 補足図面集

第225回審査会合
資料1-2-2 再掲



301301
段採陰影図(1mメッシュDEM，高さ5倍強調)

段彩陰影図（棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層3/4）
5. 補足図面集



302302
段採陰影図(1mメッシュDEM，高さ5倍強調)

段彩陰影図（棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層4/4）
5. 補足図面集
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段彩陰影図の作成範囲（棚倉破砕帯西縁断層（の一部））

1/5

2/5

3/5
4/5

5/5

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院
発行の数値地図200000（地図画像）及び数値地
図25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複、第337号） 及び
（承認番号 平26情複、第540号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は国土地
理院の長の承認を得なければならない。

5. 補足図面集
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段採陰影図(1mメッシュDEM，高さ5倍強調)

段彩陰影図（棚倉破砕帯西縁断層（の一部）1/5）
5. 補足図面集
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段彩陰影図（棚倉破砕帯西縁断層（の一部）2/5）

段採陰影図(1mメッシュDEM，高さ5倍強調)

5. 補足図面集
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段採陰影図(1mメッシュDEM，高さ5倍強調)

段彩陰影図（棚倉破砕帯西縁断層（の一部）3/5）
5. 補足図面集
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段採陰影図(1mメッシュDEM，高さ5倍強調)

段彩陰影図（棚倉破砕帯西縁断層（の一部）4/5）
5. 補足図面集



308308
段採陰影図(1mメッシュDEM，高さ5倍強調)

段彩陰影図（棚倉破砕帯西縁断層（の一部）5/5）
5. 補足図面集
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アナグリフの作成範囲（棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層）

1/4 2/4 3/4

4/4

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院
発行の数値地図200000（地図画像）及び数値地
図25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複、第337号） 及び
（承認番号 平26情複、第540号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は国土地
理院の長の承認を得なければならない。

5. 補足図面集
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アナグリフ（棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層1/4 ）
5. 補足図面集
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アナグリフ（棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層2/4 ）
5. 補足図面集
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アナグリフ（棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層3/4 ）
5. 補足図面集



313313

アナグリフ（棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層4/4 ）
5. 補足図面集
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アナグリフの作成範囲（棚倉破砕帯西縁断層（の一部））

1/4

2/4
3/4

4/4

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院
発行の数値地図200000（地図画像）及び数値地
図25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複、第337号） 及び
（承認番号 平26情複、第540号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は国土地
理院の長の承認を得なければならない。

5. 補足図面集
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アナグリフ（棚倉破砕帯西縁断層（の一部）1/4）
5. 補足図面集
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アナグリフ（棚倉破砕帯西縁断層（の一部）2/4）
5. 補足図面集



317317

アナグリフ（棚倉破砕帯西縁断層（の一部）3/4）
5. 補足図面集
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アナグリフ（棚倉破砕帯西縁断層（の一部）4/4）
5. 補足図面集
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参 考
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（参考） 東北地方太平洋沖地震の原科研・大洗研への影響【地殻変動】

<3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動＞

⚫関東・中部地方は「3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動が見られます。」とされている。

⚫原子力科学研究所周辺においては，1.5m程度の地殻変動量となっている。

⚫大洗研究所においては，1.0m程度の地殻変動量となっている。

国土地理院資料に一部加筆
出所：http://mekira.gsi.go.jp/catalogue/pdf/20110311 1446.pdf

原子力科学研究所から
半径30km範囲

国土地理院資料に一部加筆
出所：
http://mekira.gsi.go.jp/JAPANESE
/h23touhoku 3years.html

大洗研究所から
半径30km範囲
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（参考） 都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プロジェクト

大都市大震災軽減化特別
プロジェクト

首都直下地震防災・減災
特別プロジェクト

都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の
軽減化プロジェクト

2002年度～2006年度 2007年度～2011年度 2012年度～2016年度

このプロジェクトでは，首都圏や
京阪神などの大都市圏において，
大地震が発生した際の人的・物的
被害を大幅に軽減するための科学
的・技術基盤を確立することを目的
とした研究開発を実施しました。我
が国の地震防災対策に最先端の
科学技術を効果的に活用すること
を目指し，理学・工学・社会科学な
ど異分野の研究者が結集して，課
題の解決に取り組みました。

都市災害プロジェクトに先行して，
首都圏地域で発生する地震による
被害を軽減するためのプロジェクト
が文部科学省により進められてい
ました。このプロジェクトでは，首都
圏に稠密かつ高精度な地震観測網
(MeSO-net)を整備し，東北地方太
平洋沖地震の本震ならびに数多く
の余震等の重要な観測記録を得ま
した。それらの記録を用い，首都圏
下のプレート構造を明らかにし，過
去の首都圏の地震と複雑なプレー
ト構造との関係の解明，首都圏で
発生する地震の断層モデルやそれ
による地震動の解明等の研究が進
められました。フィリピン海プレート
の深さが，これまでより数km浅い部
分があることがわかり，そのため，
再計算された地震動が大きくなった
箇所も見られたことや，過去のＭ７
級の地震が，プレート境界型ではな
かったこと等が明らかになりました。

我が国の観測史上最大のマグニチュード９を記録した
東北地方太平洋沖地震は，広範囲にわたる大きな揺れ，
大津波，原子力発電所の事故をはじめとする未曾有の広
域複合災害を引き起こし，これまでとは異なる新たな地震
災害像を示しています。広範な液状化，多数の帰宅困難
者，交通機関の麻痺，事業活動の停止，電力やライフラ
インの途絶，日常生活物資の不足等々，都市特有の課
題が顕在化し，大地震に対する備えの重要性が改めて認
識されました。多くの機能が集中高度化し，社会経済活
動の中枢である首都圏は，災害に対する脆弱性を内在し
ており，予期せぬ大災害へ発展するおそれがあります。

そこで，今後予想される首都直下地震や，東海・東南
海・南海地震等に対して，都市災害を軽減することを目的
に， ５カ年の研究開発プロジェクトが実施されることとなり
ました。

本プロジェクトは，３つのサブプロジェクトからなり，それ
ぞれが研究・技術分野の境界を越え効果的な連携を図っ
て進めます。

①首都直下地震の地震ハザード･リスク予測のための調
査・研究（中核機関：東京大学地震研究所）

②都市機能の維持･回復のための調査・研究
（中核機関：京都大学防災研究所）

③都市災害における災害対応能力の向上方策に関する
調査･研究（中核機関：京都大学防災研究所）

都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プロジェクト 都市災害プロジェクト
－首都直下地震の地震ハザード･リスク予測のための調査・研究－
（http://www.eri.u-tokyo.ac.jp/project/toshi/project/project.html） より一部転載


